
別添資料 

（４）会員及び協力会員からの情報提供 

 

 

 ○会員（名古屋法務局）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

Ｐ． １ ～Ｐ． ４  

 ○会員（中部地方整備局（建政部））・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

Ｐ． ５  

 ○会員（中部地方整備局（用地部））・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

Ｐ． ７ ～Ｐ．１６ 

 ○協力会員（弁護士会）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

Ｐ．１７ 

 ○協力会員（司法書士会）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

Ｐ．１９～Ｐ．３７ 

 ○協力会員（行政書士会）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

所有者不明土地問題

に関する取り組み事

例等 

 ○協力会員（土地家屋調査士会）・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

Ｐ．３９～Ｐ．４２ 

 ○協力会員（不動産鑑定士協会）・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

Ｐ．４３～Ｐ．４６ 

 ○協力会員（補償コンサルタント協会）・・・・・・・・・・・ Ｐ．４７～Ｐ．５０ 

 





MINISTRY OF JUSTICE 
Civil Affairs Bureau 

Civil Affairs Second Division 

MINISTRY OF JUSTICE 
Civil Affairs Bureau 

Civil Affairs Second Division Civil Affffffairsrs Second Division

 

 
 

1



MINISTRY OF JUSTICE 
Civil Affairs Bureau 

Civil Affairs Second Division 

 

   

 

MINISTRY OF JUSTICE 
Civil Affairs Bureau 

Civil Affairs Second Division 

2



    

MINISTRY OF JUSTICE 
Civil Affairs Bureau 

Civil Affairs Second Division CCCCCCiiiiiivvvvvviiiiiillllll AAAAAAfffffffffffffffffffffffffffffffff aaaaaaiiiiiirrrrrrsssrrrssssssrrrrs SSSSSSeeeeeeccccccoooooonnnnnndddddd DDDDDDiiiiiivvvvvviiiiiissssssiiiiiioooooonnnnnnn

2 
3



4



所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援(モデル調査)

モデル調査対象の例

○ 平成30年6月に成立した「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」の円滑な運用のため、地域福利増進事業等に係るモデル的
な取組について、事業を実施したいと考える者による所有者の探索、事業計画の策定、関係者との調整、専門家の派遣等に要する経費を支援

○ 支援した事例を通じて、事業化のノウハウ、関係者の役割分担等についての取組の成果を国で分析・整理し、他地域への普及・横展開を促進

【 支援対象 】
① ＮＰＯや自治会、民間事業者
② 地方公共団体

【 支援対象経費の例 】
･ 所有者の探索・調査、会議資料や事業計画等の作成（測量・設計・補償金算定を含む）に
必要な専門家等への委託料
･ 合意形成に向けた会議の開催等に必要な会場借上費、外部講師への謝金等
･ モデル調査の実施に必要な土地等の管理費（草刈り等に要する費用。施設整備費を除く。）
･ 財産管理制度の予納金（調査完了時までの支出分）
･ その他、旅費、消耗品・燃料費、補助員の賃金、手数料等

【 支援額等】
･ 上限300万円/地区、公募により７地区程度を選定

＜支援対象経費等（想定）＞

（１） 所有者不明土地等の所有者の探索、有効活用の促進

・ 地域福利増進事業の実施の準備のための所有者の探索等

（自治体による土地所有者等関連情報の行政内部での利用、民間事業者による情報提供の請求（法39条）等）

・ 地域住民の福祉・利便の増進を図るために所有者不明土地を用いる地域福利増進事業を実施しようとする場合の事業区域の選定、

事業計画案の策定等

・ 地域住民や関係権利者の合意形成、裁定申請に向けた申請内容の検討等

（２） 管理不全の所有者不明土地等の適正管理の促進

・ 管理不全となっている所有者不明土地の財産管理人の選任請求の検討（法38条）等

※下記は例示であり、幅広い提案の中から有識者委員会での評価を踏まえ選定

所有者不明土地を地域福利増進事業により
防災空地やポケットパーク等として活用（イメージ）

<所有者不明土地
>

･事業計画の策定
･関係者との調整

地域福利増進事業の裁定申請

裁定申請書

･事業者情報
･福利の増進に資するもので
あること
･不明土地の所有者を確知
できない事情 等

その他の書類

事業計画書

･整備する施設内容
･事業区域
･権利取得計画
･資金計画
･原状回復措置の内容 等

･所有者の探索
･確知権利者等と
の相談

･資金計画
･補償金算定 等

ポケットパーク（公園）防災空地（広場）問合せ先 ： 国土交通省土地・建設産業局企画課 03-5253-8111（内線30643、30635)

令和元年度予算（新規）

「事業認定申請の手引き」の改訂について

【改訂の方針】
相談窓口、アンケート調査等で把握した新たなニーズ等を踏まえ、さらなる予見可能性の向上と負担軽減を図る。

【改訂の内容】
○事例明示が収用活用を意思決定する上で有効との声を踏まえ、ニーズのある説明事例を大幅に追加（４５例→６３例）

・サービスエリア等の休憩施設
・路線バスの停車帯
・道路幅員など都市計画と事業計画が一致しない場合
・河川堤防の規格をランクアップする場合 等

○自治体の関心の高い小規模な道路事業（歩道整備、局部的な線形改良等）について、「手引き」の随所にある関連記述を
わかりやすく再編集し、そのまま活用できる事業計画書の作成例として紹介

○防災・減災や老朽化対策への活用を見据えた記述を追加
・落石等の災害危険箇所の代替経路となる道路事業の説明事例
・地吹雪等の影響を緩和するための防雪柵を設置する場合の説明事例
・老朽化トンネルの代替経路となる別線トンネル事業の説明事例
・がけ崩れの復旧事業に際して、所有者不明土地がある場合に有益な不在者財産管理制度の活用について
・非常災害時の緊急使用制度（法第122条）の解説

「事業認定申請の手引き」の効果

○「事業認定申請の手引き」（以下「手引き」という。）について、
便利だという意見が多数寄せられた

○事業認定件数（本省）が１．５倍に増加（１２件→１８件）

○これまで収用活用が難しいと誤解されていた砂防事業等について、
具体的な活用の動きが出てきた

「手引き」の改訂内容

※平成30年上期（1～6月）→令和元年上期（1～6月）（30年度申請済み案件を含む。）

被災履歴のない砂防事業に関し、
「土砂災害の危険性」の説明につ
いては、土砂災害警戒区域に指
定されていることを用いても説明
できることを「手引き」で提示。

土砂災害警戒区域

5



6



7



8



ご相談下さい

所有者不明土地に関する
地方公共団体への支援について

行政機関限り

国に職員の

派遣を

お願いしたい

所有者不明土地

についての

相談をしたい

きめ細やかな支援を行います

国土交通省 中部地方整備局
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　近年、所有者不明土地の増加に伴う所有者探索の難航をはじめ、公共事業の用地取

得に当たってのあい路が複雑・多様化しており、特に用地専任の職員や部署のない市

町村等では、ノウハウの不足やマンパワーの問題等の課題が生じています。

　このような状況に対応していくため、平成３０年６月に公布された「所有者不明土

地の利用の円滑化等に関する特別措置法」（以下「所有者不明土地法」という。）に

おいては、土地収用法の特例、地域福利増進事業、長期相続登記未了土地に係る不動

産登記法の特例等の制度の創設などとともに地方公共団体へ国土交通省職員を派遣

し、所有者探索等の業務を支援する制度が創設されたところです。

　また、国土審議会の中間とりまとめや「所有者不明土地等対策の推進に関する基本

方針（平成３０年６月１日所有者不明土地等対策のための関係閣僚会議決定）」にお

いては、協議会の設置等による地方公共団体の支援がうたわれているところです。

　これらを踏まえ、国土交通省では、国をはじめとした用地業務等に精通する関係者

が一体となって市町村等を支援していくことが必要かつ有効であるとの考えに基づ

き、地方整備局（北海道開発局、沖縄総合事務局を含む）ブロック単位で整備局用地

部等を事務局として、関係する国、地方公共団体等の行政機関や用地業務等に関係す

る団体から構成される「所有者不明土地連携協議会」が設けられました。

　中部地区におきましては、中部地方整備局、法務省名古屋法務局及び各県・市町

村並びに関係団体等を構成メンバーとして「中部地区所有者不明土地等に関する連

携協議会」を平成３１年２月に設立しました。

　このように国土交通省の「職員派遣」の制度と「中部地区所有者不明土地等に関す

る連携協議会」の活動は、用地専任の職員や部署のない市町村等への支援に寄与でき

るものと考えております。

　各地方公共団体におかれましては、これらの制度の趣旨をご理解いただき、これら

の制度を積極的にご利用いただくようお願いいたします。

中部地方整備局　用地部

はじめに

～国土交通省職員派遣制度・所有者不明土地連携協議会について～
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国土交通省職員の派遣要請の流れ

地⽅公共団体

中部地⽅整備局⽤地部

Ⅰ 事前相談

①事前相談

Ⅱ 派遣要請

地⽅公共団体の⻑

中部地⽅整備局⻑

②派遣要請

③派遣通知 ④職員の派遣

「職員派遣要請事前相談シート」の提出

「職員派遣要請書」の提出
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※提出先：中部地方整備局用地部用地企画課支援係　（アドレスcbr-yochi@mlit.go.jp  ）
※連絡先：０５２－９５３－８１０５（用地企画課直通）

担当者氏名 ◯◯　◯◯

職　員　派　遣　要　請　事　前　相　談　シ　ー　ト
依頼日 令和◯◯年◯◯月◯◯日

所属 ◯◯市◯◯課

３．添付書類

連絡先電話 ◯◯◯-◯◯◯-◯◯◯◯

連絡先FAX ◯◯◯-◯◯◯-◯◯◯◯

メールアドレス ◯◯◯◯◯＠◯◯◯

支　　援　　要　　望　　内　　容
1．事業の概要

（記載例）
事業名：市道◯◯線改良事業（延長◯◯m）
小学校の通学路に位置する狭小な道路を拡幅し、歩道を設置する事業。

２．支援を要する内容

（記載例）
　本事業用地の一筆の登記簿が「表題部のみ（氏名のみ住所なし）」であり、地元の方に聞き取り調査を行っ
たが、所有者等について確認がとれなかった。
　本市では用地取得についてのノウハウ等がないため、上記のような場合どのような手続きを踏めばよいか
ご教示願いたい。

（記載例）
①事業の概要書類：計画平面図（別添１）、字図（別添２）、用地実測図（別添３）
②全部事項証明書（別添４）

４．職員派遣の要望時期及び期間

令和◯◯年◯月　　◯日間

５．備考
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（用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４号）

（記載例）

令和　　年　　月　　日

　中部地方整備局長　殿

都道府県知事

（職員の派遣の要請） 　市町村長 印

　　所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法第41条及び所有者不明土地の利用

　の円滑化等に関する特別措置法施行規則第57条の規定に基づき、地域福利増進事業等の実

　施の準備のため職員に土地所有者等の探索に関する専門的な知識を習得させる必要がある

　ことから、貴局に所属する職員の派遣を下記のとおり要請します。

　１．事業の種類及び内容（※１）

　　　事業名：市道◯◯線改良事業（延長◯◯m）

　　　（小学校の通学路に位置する狭小な道路を拡幅し、歩道を設置する事業であり、土地

　　　　収用法第３条第１号に該当）

　２．派遣を要請する理由（※２）

　　　上記事業の予定地内に「表題部のみ（氏名のみ住所なし）」の土地が存在し、所有者

　　　の確認の方法がとれなかったため、所有者探索の方法等について専門的知識を習得さ

　　　せる必要があるため。

　３．その他職員の派遣について必要な事項（※３）

　　　派遣を希望する時期及び期間

　　　　令和◯年◯月◯日～◯月◯日の◯日間

　　　専門的な知識を習得させる職員の部署及び人数

　　　　◯◯部◯◯課　◯人

　　　職員派遣に係る旅費等の費用は当市が負担いたします。

　記載要領

　　※１．「事業の種類」は、地域福利増進事業、収用適格事業又は都市計画事業の別を、

　　　　　「事業の内容」は、事業により整備する施設の種類等を記載するものとする。

　　※２．土地所有者等の探索に当たって生じている支障や習得させる必要がある知識を具

　　　　　体的に記載するものとする。

　　※３．派遣を希望する時期及び期間、専門的な知識を習得させる職員の部署及び人数、

　　　　　職員派遣に係る旅費等の費用を地方公共団体が負担する旨等を記載するものとす

　　　　　る。

職員派遣要請書

記
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Ｑ１　国土交通省の職員派遣とはどのような制度ですか。

Ａ１　地方公共団体の用地業務において、近年、長期間相続登記がなされていないため、土

地等の権利者が多数に上るなど、所有者等の探索が困難となっている事案が増えています。

また、地方公共団体においては、所有者の探索等の用地取得事務に関する専門的知識を有す

る職員の不足が課題となっているようです。このような課題に対応するために、国土交通省

が直轄事業の用地取得で得られた土地所有者等の探索に関する専門的知識を地方公共団体に

提供していくことが効果的であることから、支援措置の一つとして、国土交通省職員の派遣

が法に定められたものです。

Ｑ２　国土交通省の職員派遣が要請できる地域福利増進事業等とはどんな事業ですか。

Ａ２　「地域福利増進事業等」とは、地域福利増進事業、収用適格事業又は都市計画事業を

いいます。地域福利増進事業とは、所有者がわからない土地（所有者不明土地）を公園の整

備といった地域のための事業に利用することを可能とする制度で、地域住民その他の者の共

同の福祉又は利便の増進を図るために行われる土地収用法に定められた収用適格事業などが

該当します。なお、地域福利増進事業に該当しない収用適格事業も職員派遣が要請できる事

業となります。

Ｑ３　国土交通省職員の派遣要請の要件である「土地所有者等の探索に関する専門的な知識

を習得させる必要があるとき」とはどのような意味ですか。

Ａ３　法に基づく派遣は、地方公共団体における地域福利増進事業、収用適格事業又は都市

計画事業の実施の準備のため、その職員に土地所有者等の探索に関する専門的な知識を習得

させる必要があるときに行われるものです。したがって、法に基づく派遣は、地方公共団体

の用地取得事務全般について支援することを目的としたものではありませんが、当該職員の

派遣に付随してこれらの事務についても助言を行うことは可能です。

Ｑ４　派遣期間はどのくらい可能ですか。

Ａ４　派遣期間については、要請内容等により幅はありますが、一日から数日間を想定して

おり、派遣要請があった地方公共団体の庁舎等において対応することを想定しています。

　また、要請内容によっては、職員を派遣しなくても対応できる場合も考えられますので、

その場合は、河川国道事務所等において助言を行うこと、電話や資料送付等による支援方法

も想定しています。
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Ｑ５　国土交通省に対する職員派遣の要請は具体的にどのように進めればよいのか。

Ａ５　３頁の手続きにより進めることとなります。派遣に係わる事業の概要や職員派遣の要

望時期などについての事前相談を経て、地方公共団体の長から整備局長あての「職員派遣要

請書」の提出を受け付けます。整備局では適任者を選任し、内部手続きを経て、整備局長よ

り地方公共団体の長に対し、「派遣通知書」を送付いたします。

　※ 「職員派遣要請書」の記載様式、記載例については５頁を参照下さい。

Ｑ６　派遣に伴い地方公共団体に費用負担は生じますか。

Ａ６　所有者不明土地法第41条に基づく国土交通省職員の派遣に係る旅費等の費用のみ、派

遣を要請する地方公共団体にご負担いただくことになります。

Ｑ７　職員派遣に伴う相談窓口はどこですか。

Ａ７　所有者不明土地法第41条に基づく国土交通省職員の派遣に係る相談窓口は、中部地方

整備局用地部用地企画課となります。

　連絡先：中部地方整備局用地部用地企画課　℡ 052-953-8105

Ｑ８　所有者不明土地法に関する質問や所有者不明土地問題に関する相談窓口について教え

て欲しい。

Ａ８　所有者不明土地法や所有者不明土地に係る相談（用地業務において生じた未登記土

地、多数共有地、記名共有地、地区有地、相続人不存在等の対応）については、所有者不明

土地等に関する連携協議会事務局（中部地方整備局用地部用地企画課）までお問い合わせ下

さい。

　※ 相談窓口の連絡先については、パンフレット裏面を参照ください。
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所有者不明土地問題への取り組みについて 

令和元年 6 月 7 日 

中部弁護士会連合会 

１ 所有者不明土地問題に対する考え方 

 所有者を特定したり、その所在を把握したりすることが困難な、いわゆる

所有者不明土地は、震災復興事業や事業用地の取得、農地の集約、森林の適

正管理の妨げになるなど、様々な分野で問題となっている。 

 人口減少、高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方から都市等へ

の人口移動を背景とした土地の所有意識の希薄化により、所有者不明土地が

増加しており、今後も、相続機会の増加に伴い増加の一途と見込まれる。 

 所有者不明土地問題を解決するため所有者不明土地の利用の円滑化等に関

する特別措置法が 6 月 1 日に全面施行され、来年度には民法、不動産登記法

等、社会のインフラである基本法の改正が目指されている。 

 このような中で、我々弁護士も、法律の専門家として、所有者不明土地問

題に積極的に関わり、この問題に取り組むことが求められていると考えてい

る。 

 

２ 所有者不明土地等問題シンポジウム 

 愛知県弁護士会弁護士業務改革委員会を中心に準備を進めており、本年 11

月 27 日（水）午後に名古屋市中区役所ホール（定員 507 名）にて開催する予

定。 

 基調講演者は山野目章夫早稲田大学教授。同教授は、国土交通省 国土審議

会 土地政策分科会特別部会 部会長、法務省 法制審議会 民法・不動産登記

法部会 部会長を務めるなど、所有者不明土地問題において中心となって活躍

されており、来年度通常国会に法案提出が予定されている民法・不動産登記

法等の重要な法律の改正法について、準備が具体化しているこの時期に、直

接、教授の考えを聞くことができる重要な機会となる。 

 本シンポジウムは、中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会ととも

に開催する予定である。 
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ご 案 内 

 

 今回の連携協議会では、国土交通省と法務省が主となって、所有者不明土地等

に関する具体的な用地取得業務を支援される事と認識しています。 

 土地家屋調査士は、昭和２５年７月３１日に議員立法をもって、法務省監督下

の資格制度として発足しました。 

 実は、現在の主要な地方財源である固定資産税、都市計画税の課税対象、いわ

ゆる土地・家屋を正確に調査・測量することを、私共は、当初の使命としてスタ

ートをしました。 

 

 昭和３５年には土地台帳一元化により、法務局の登記簿上に、土地等の物理的

現況を登録するようになり、以来、平成１７年の不動産登記法改正以降は、オン

ライン化が進められてきました。 

 特に、土地等に関わる表示登記（法改正後は表題登記と読みかえられました）

に関しては、物理的現況に変更のあった時から１ヶ月内に、登記申請義務が課さ

れています。 

今まさに、法務省の法制審議会にて、来年の国会に上程予定の民法、不動産登記

法の改正の中、相続登記の申請義務が注目されていますが、インセンティブを与

えるのか、ペナルティを用意するのか、既に申請義務が十分機能していない表示

登記行政の二の舞にしてはならないところです。 

 

 さて、土地家屋調査士は、所有者不明土地に関しては、日々の業務の中で最も

民有地所有者不明の実態を把握しています。 

 先般、九州全土の面積を上回るとマスコミに案内された地籍調査時の統計結

果そのものは、私共土地家屋調査士が地道に所有者確知を行うならば、ほぼ９

９％、地権者に立ち会うことは可能であって、土地家屋調査士の権能は所有者不

明土地の解消に、必ずや寄与できるものです。 

 

 今後も、地方公共団体等のみなさんの専門家として土地家屋調査士は、親しく

支援に努めてまいります。 

 

令和元年６月７日 

 

愛 知 県 土 地 家 屋 調 査 士 会 

静 岡 県 土 地 家 屋 調 査 士 会 

岐 阜 県 土 地 家 屋 調 査 士 会 

三 重 県 土 地 家 屋 調 査 士 会 

愛知会事務局 電話 052-586-1200 

  名古屋市西区新道一丁目 2番 25 号 

39



40



41



42



所有者不明土地連携協議会通常総会における配布資料 

 

中部不動産鑑定士協会連合会 

研究指導委員長 笠野 寿治 

 

・所有者不明土地法における各士業団体の取り組み 

 

 不動産鑑定士協会としては、令和元年度の事業計画として、「所有者不明土地問題に

対応するため、国土交通省が中心となって設立された所有者不明土地連携協議会及び地

方公共団体等に協力する。」ことを掲げております（愛知県士協会外）。 

また、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県の四県の不動産鑑定士協会にて、中部不動産

鑑定士協会連合会を組成しておりますが、当連合会主催で７月２９日(月)、名古屋市中

区の昭和ビルにおいて、四県士協会の会員に対し、特措法に関する理解を高め、不動産

の価値判断、利用等に関する専門家として、今後、不動産鑑定士として所有者不明土地

問題への的確な対応に資する目的で研修会を開催する予定です。 

 

・所有者の探索や所有者不明土地等に関する各士業団体の取り組み 

 

平成３１年２月に、国土交通省本省と中部四県不動産鑑定士協会会長以下協会役員と

の意見交換会を開催しました。 

その中で、所有者不明土地問題についても、議論されましたが、都市部より、むしろ

山林などが多い地方の役員から、切実な意見が出されました。 

このような使い道のない土地のほとんどが、負の不動産の可能性が高いので、それを

どう活用するか、対策を早急に進めていかなければならないと考えております。 

こうした、所有者不明土地の活用方法で想定されているものの一つは公開空地です。

例えば、災害に見舞われることが多くなった昨今において、現に指定された避難場所が

無く、所有者不明のゆえ使用されていない土地を避難場所にするといったものです。そ

のほか道路を付け替える場合に、その付け替え用で一時使用する、あるいはスーパーな

どの購買施設が遠いので、購買所を設置する、この場合、若干、収益が見込まれますが、

特措法で地域福利増進事業として想定されている利用形態の多くは、収益が上がらない、

むしろ、管理費を取らないと利用そのものが成り立たない、評価上はマイナスとなりう

るケースも考えられます。 

こうした事を踏まえると、不動産の客観的価値を判断する不動産鑑定士の立場として

は、私どもの専門用語でいう、不動産の価格はその最有効使用（不動産の収益性又は快

適性が最高度に発揮されるであろう使用方法）を前提とする価格を求めることを原則と
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する現行のやり方では、所有者不明土地について想定される使用に見合った評価額（使

用料）は出せないのではないかと思われ、ここは課題かなと考えています。 

ただ、この点に関しても、私ども不動産鑑定士の団体の全国組織である日本不動産鑑

定士協会連合会にて、最有効使用を前提とした価格として評価額を提示するこれまでの

公共用地の取得に伴う評価とは異なり、最有効使用と比較した利用価値の減分を踏まえ

た評価のルールを策定中で、今後、実際に地域福利増進事業が計画され裁定請求がなさ

れる段においては、当該裁定請求に必須である使用料の提示に対応できるよう、業界と

して準備を整えておる状況です。 
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地域福利増進事業に係る不動産鑑定士の関与 
 

 

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会 

鑑定評価基準委員会 地域福利増進事業対応検討 WG 

 

 

1. 地域福利増進事業の概要 

所有者不明土地特措法の目玉として、導入された制度。 

地域住民等の福祉・利便の増進に資する事業について、都道府県知事が公益性を確認し、

一定期間の公告に付した上で、利用権（上限 10 年間）を設定する。 

利用期間中に所有者が現れて明渡しを求めた場合は、期間終了後に原状回復を行う。所

有者からの異議がない場合、利用権設定期間の延長が可能。 

利用権設定に当たっては、事業者は補償金（10 年分一括払い）を供託する。 

 

2. 地域福利増進事業における補償金額算定の考え方 

地域福利増進事業は、適切な管理が行われていない土地について、周辺に悪影響を与え

ることを防止するため、公益的な目的で利用しつつ適切に管理することを主眼としており、

通常の損失補償のように公権力の行使に伴う所有者の犠牲に対する補償とは考え方を異に

する部分がある。 

よって、通常の損失補償と異なり、下記 2 点について特別な考慮を行うこととされてい

る。 

 

a. 地域福利増進事業に使用することを前提とした減価修正 

地域福利増進事業については公園・駐車場・集会所等の低位の利用が想定されるた

め、これらの利用用途を前提とした賃貸借契約が締結されているとみなし、利用して

いない空間に相当する部分の利用価値を減価して補償金を算定する。 

 

 

 

GL

減価すべき部分

契約で利用できない空間

契約で利用できない空間
地上階

地下階

土地の最有効使用 借地条件による利用

基礎
平屋建
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b. 所有者が本来負担すべき管理費用の考慮 

改正予定の土地基本法の考え方によれば、土地所有者は土地を適切に利用・管理す

る責務を負う。地域福利増進事業は、土地の利用を通じて所有者に代わって土地の管

理を行うこととなるため、本来土地所有者は本来行うべき土地の維持管理費用（廃棄

物処分費・囲障設置費・清掃費・除草費・防火防犯費等）を免れることになる。 

よって、地域福利増進事業に係る補償金算定に当たっては、借賃相当額から上記土

地所有者が本来負担すべき管理費用と控除する等の方法により、補償金の算定を行う

との考え方について検討の余地がある。 

 

c. 不動産鑑定士の関与方法 

不動産鑑定士が関与する場合の具体的な業務のイメージとしては、地代算定の基礎

となる土地価格の算定を不動産鑑定評価等業務（※1）として対応し、それ以降の補償

金額算定については不動産鑑定士による隣接周辺業務（不動産の経済価値を判定しな

い業務）と位置づけ、鑑定評価等で算定した土地価格に期待利回り（※2）を乗じて年

額の借賃相当額を算定し、これに複利年金減価率を乗じて、最終的な補償金額の算定

する。 

鑑定評価基準・価格等調査ガイドライン等の解釈が整理できれば、土地価格の算出

だけではなく、不動産鑑定士が補償金額まで算出することは可能である。 

 

 

 

（※1）不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価での対応を原則とし、小規模事業で評価結果が事業に大きな影

響を与えない場合、取引事例比較法のみを適用した、不動産鑑定評価基準に則らない価格調査として

対応することも可能。 

（※2）統一的な対応を行うため、個々の不動産鑑定士による判断を介在させず、地域福利増進事業ガイドラ

インで整理された利率を採用して補償額を算出する業務として整理することを想定。 

 

以  上 

地域福利増進事業

に使用することを前提

とした減価修正

×

不動産鑑定評価（小規模事業は則らない価格等調査も検討）として対応

＝
基礎となる土地価格
（特定価格等を想定）

通常の土地価格
（正常価格）

周辺隣接業務としての対応を想定（GL等に沿って算出）

基礎となる土地価格 × 
地域福利増進事業
GLで規定する利率

-
本来所有者が負担す

べき費用の考慮
 ×

地域福利増進事業
GLで規定する

複利年金現価率
＝ 補償金額
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①補償コンサルタントの役割

公共公益事業を計画どおりに実施するには、円滑な用地取得が不可
欠です。

補償コンサルタントは、事業者からの委託等を受けて用地取得業務
を実施する専門業者です。

②補償コンサルタントが担う業務

国土交通省が規定する補償コンサルタント登録規程では、適正な補
償算定等の確保を目的として、部門毎に専任の補償業務管理者が置か
れることになっています。

これらの各部門における業務は、用地取得計画の策定から土地等の
権利者の確定、土地・物件調査、補償金の算定、公共用地交渉を経て、
土地収用関係図書作成までに至るもので、用地取得のほとんどの工程
をカバーするものとなっています。（登録業者数は全国で約6,500社）

③用地取得業務のエキスパート（補償業務管理士）

補償コンサルタントには、当協会が実施する各部門毎の検定試験に
合格した補償業務管理士が多数おり、用地取得の現場で活躍していま
す。（補償業務管理士は全国で約7,700人（８部門延べ約21,600人））

５(1)所有者不明土地対策と補償コンサルタント業務

用地アセスメント

事業実施計画の確定

用地取得計画の策定

説明会の開催等

土地・物件の権利者調査

土地・物件の実地調査

補償金の算定

補償相談

公共用地交渉

登記申請

事業損失の調査・算定

土地収用手続き

用地アセスメント業務

意向調査・生活再建調査業務

公共用地取得計画図書作成業務

補償に関する説明会支援業務

用地調査等業務

補償金の算定業務

補償に関する相談業務

公共用地交渉業務

各種必要書類の作成業務

工事損傷等に関する調査算定業務

事業認定申請図書・裁決申請図書
作成業務

主な用地取得業務 補償コンサルタントの業務

主
な
用
地
取
得
業
務
の
流
れ

５(2) 主な補償コンサルタント業務の流れと補償コンサルタントの業務
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所有者不明土地であるかの確認作業（権利者調査業務）

所有者不明土地法第２条では、「「所有者不明土地」とは、相当な努力が
払われたと認めるものとして政令で定める方法により探索を行ってもなおそ
の所有者の全部又は一部を確知することができない一筆の土地をいう。」と
規程されています。

補償コンサルタントは、公共用地取得の現場において、用地調査等業務
の一環である権利者調査業務として、相続関係法規等に関する知見に基づ
きこれらの所有者の探索、確認等の作業を実施しています。

登記名義人が亡くなられ、数次に亘って相続登記がなされていない場合
は、ご自身が法定相続人であることをご存じでない方も多く、所有者の特
定が難しい場合がありますが、補償コンサルタントは、親族の方々等に事
業計画も含めた丁寧な説明を行って、所有者（不明）を確認しています。

【政令で定める方法】

①登記事項証明書の交付を請求すること
②住民基本台帳、戸籍の附票、戸籍、固定資産課税台帳、地積調査表等の提供を求めること
③親族、当該土地を現に占有する者等に対し、書面等の方法で照会すること

５(3)所有者不明土地対策と補償コンサルタントの業務

①地域福利増進事業の実施の準備に関する損失補償（第９条関係）

所有者不明土地法において、地域福利増進事業の実施の準備に関して他人に損失を
与えた場合の取り扱いについては、土地収用法と同様の内容の規定となっており、損
失補償についての協議が整わない場合は、収用委員会の裁決を申請できることとなっ
ています。

【土地収用法第９１条】

① 第１１条第３項（事業の準備のための立入）、第１４条
（障害物の伐除及び土地の試掘等）又は第３５条第１項
（土地物件調査）の規定により土地又は工作物に立ち入っ
て測量し、調査し、障害物を伐除し、又は土地に試掘を行
うことに因って損失を生じたときは、起業者は、損失を受
けた者に対して、これを補償しなければならない。

【土地収用法第９４条】

① 前３条の規定による損失の補償は、起業者と損失を受
けた者とが協議して定めなければならない。

【所有者不明土地法第９条】

① 地域福利増進事業を実施しようとする者は、第６
条（特定所有者不明土地への立入り等）、又は第７
条第１項若しくは第３項の規定（障害物の伐除等）
による行為により他人に損失を与えたときは、その
損失を受けた者に対して、通常生ずべき損失を補償
しなければならない。

② 前項の規定による損失の補償については、損失を
与えた者と損失を受けた者とが協議しなければなら
ない。

③ 前項の規定による協議が成立しないときは、損失
を与えた者又は損失を受けた者は、政令で定めると
ころにより、収用委員会に土地収用法第９４条第２
項の規定による裁決を申請することができる。

土地収用法 所有者不明土地法

② 前項の規定による協議が成立しないときは、起業者又
は損失を受けた者は、収用委員会の裁決を申請すること
ができる。

５(4)所有者不明土地法における損失補償
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所有者不明土地法第１６条では、裁定申請した事業者は、土地使用権等
を取得することにより特定所有者不明土地所有者等が受ける損失を、以下
により補償しなければならない旨を規定しています。

補償コンサルタントは、公共用地取得の現場において、用地調査等業務
及び補償金額の算定業務として、これらの業務を実施しています。

公共用地の取得にあたっては、「公共用地の取得に伴う損失補償基準要
綱（昭和３７年６月２９日閣議決定）」等の諸規定に基づいて損失の補償
を行いますが、補償コンサルタントは、これらの損失補償基準等に精通し
た専門家です。

①土地使用権等の取得の対価に相当する額は、近傍類似の土地または近傍同種の物件の借賃
その他の当該補償金の額の算定の基礎となる事項を考慮して定める相当の額とする。（土
地使用に対する補償）

②特定所有者不明土地の一部使用により残地の価格が減じ、その他残地に関して損失が生ず
るときは、当該損失を補償しなければならない。（残地補償）

③特定所有者不明土地の一部使用により残地に通路、溝、垣その他の工作物の新築等をする
必要が生ずるときは、当該費用を補償しなければならない。（みぞかき補償）

④上記３項の規定による補償のほか、土地使用権等を取得することにより特定所有者不明土
地所有者等が通常受ける損失は、補償しなければならない。（その他通常損失補償）

②地域福利増進事業の裁定申請における損失補償（第１６条関係）

②地域福利増進事業の裁定申請における損失補償（第１６条関係）

所有者不明土地法において、地域福利増進事業の裁定申請における損失補償の取り扱いについ
ては、土地収用法と基本的に同様の内容の規定となっています。

【土地収用法第６８条】
土地を収用し、又は使用することに因って土地所有者及び

関係人が受ける損失は、起業者が補償しなければならない。

【土地収用法第７０条】

損失の補償は、金銭をもってするものとする。

【所有者不明土地 法第１６条】

② 損失の補償は金銭をもってするものとする。

土地収用法 所有者不明土地法

収用する土地（中略）に対する補償金の額は、近傍類地の
取引価格等を考慮して算定した事業の認定の告示の時におけ
る相当な価格に、権利取得裁決の時までの物価の変動に応ず
る修正率を乗じて得た額とする。

① 裁定申請をした事業者は、次に定めるところによ
り、土地使用権等を取得することにより特定所有者
不明土地所有者等が受ける損失を補償しなければな
らない。

③ 土地使用権等の取得の対価の額に相当する補償金
の額は、近傍類地の土地又は近傍同種の物件の借賃
その他の当該補償金の額の算定の基礎となる事項を
考慮して定める相当の額とする。

④ 特定所有者不明土地の一部を使用することにより
残地の価格が減じ、その他残地に関して損失が生ず
るときは、当該損失を補償しなければならない。

⑤ 特定所有者不明土地の一部を使用することにより
残地に通路、溝、垣その他の工作物の新築、改築、
増築若しくは修繕又は盛土若しくは切土をする必要
が生ずるときは、これに要する費用を補償しなけれ
ばならない。

⑥ 前３項の規程による補償のほか、土地使用権等を
取得することにより特定所有者不明土地所有者等が
通常受ける損失は、補償しなければならない。

【土地収用法第７１条】…第７２条で土地の使用に準用

同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を収用し、又
は使用することに因って、残地の価格が減じ、その他残地に
関して損失が生ずるときは、その損失を補償しなければなら
ない。

【土地収用法第７４条】

【土地収用法第７５条】

同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を収用し、又
は使用することに因って、残地に通路、みぞ、かき、さくそ
の他の工作物の新設、改築、増築若しくは修繕又は盛土若し
くは切土をする必要が生ずるときは、これに要する費用を補
償しなければならない。

【土地収用法第８８条】

第７１条（中略）８２条の２に規定する損失の補償の外
（中略）土地を収用し、又は使用することに因って土地所有
者又は関係人が通常受ける損失は、補償しなければならない。
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所有者不明土地法において収用適格事業のための収用又は使用に関する特例における損失補償は、土地収用法の
所要の条文を準用しています。

【土地収用法第６８条】 損失を補償すべき者

【土地収用法第６９条】 個別払いの原則

土地収用法 所有者不明土地法

損失補償の方法

土地収用法第６章第１節（第７６
条、第７７条後段、第７８条、第８１
条から８３条まで、第８６条、第８７
条及び第９０条の２から第９０条の４
までを除く。）の規定は、裁定に係る
特定所有者不明土地を収用し、又は使
用することにより特定所有者不明土地
所有者等が受ける損失の補償について
準用する。

【土地収用法第７０条】

土地等に対する補償金の額
【土地収用法第７１条】 】…第７２条で土地の使用に準用

【土地収用法第７３条】 その他の補償額算定の時期

【土地収用法第７４条】 残地補償

【所有者不明土地法第３５条】

【土地収用法第７５条】 工事の費用の補償

【土地収用法第７７条前段】 移転料の補償

【土地収用法第７９条】 移転料多額の場合の収用請求権

【土地収用法第８０条】 物件の補償

【土地収用法第８０条の２】 現状回復の困難な仕様の補償

【土地収用法第８４条】 工事の代行による補償

【土地収用法第８５条】 移転の代行による補償

【土地収用法第８８条】 通常受ける損失の補償

【土地収用法第８８条】の２ 損失の補償に関する細目

【土地収用法第９０条】 起業利益との相殺の禁止

【土地収用法第８９条】 損失補償の制限

③収用適格事業のための収用又は使用に関する特例における損失補償（第３５条関係）

④地域福利増進事業の裁定申請図書の作成

補償コンサルタントは、事業者からの委託等を受け、土地収用法の事業認定申請図
書、裁決申請図書の作成業務を実施しています。

所有者不明土地法における地域福利増進事業の裁定申請図書は、これらの申請図書
との共通点が多く、補償コンサルタントのノウハウを生かすことができるものです。

【事業認定申請書（土地収用法第１８条）】

以下の事項を記載
・起業者の名称
・事業の種類
・収用又は使用の別を明らかにした起業地
・事業の認定を申請する理由

以下の書類を添付

・事業計画書
・起業地および事業計画を表示する図面
・関連事業を施行する必要が生じたことを証する書面
・法４常条地調書・図面・意見書
・法令制限地に係る意見書
・事業施行権限証書 等

【裁決申請書（土地収用法第４０条）】

以下の書類を添付

・事業計画並びに起業地及び事業計画を表示する図面
・以下の事項を記載した書類
・収用し、又は使用しようとする土地の面積
・土地を使用しようとする場合には、その方法及び期間
・土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏
名及び住所

・土地又は土地に関する所有権以外の権利に関する損失
補償の見積及びその内訳

・権利を取得し、又は消滅させる時期
・土地調書

【裁定申請書（所有者不明土地法法第１０条）】

以下の事項を記載

・事業者の氏名又は名称及び住所
・事業の種別
・事業区域
・裁定申請をする理由
・特定所有者不明土地の所在、地番、地目及び地積
・特定所有者不明土地の所有者の全部又は一部を確
知できない事情

・土地使用権等の始期
・土地使用権の存続期間 等

以下の書類を添付

・事業計画書
・補償金額見積書（以下の事項を記載）
・特定所有者不明土地の面積
・特定所有者不明物件に種類
・確知所有者の全部の氏名又は名称及び住所
・確知権利者の全部の氏名又は名称及び住所並び
にその権利の種類及び内容

・損失の補償金の見積額及びその内訳 等
・法令制限地に係る意見書
・事業施行権限証書
・暴力団員でないことの誓約書 等

土地収用手続き 地域福利増進事業の裁定手続き
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